




























































(Government Offices: GOs) と，各地域の経済開発や地域振興を推進するための
特殊法人の地域開発公社 (Regional Development Agencies: RDAs)，地域の声を
統治のあり方に反映させるしくみとして非公選（任命）制の代表機関の地域議














・経済開発・建築法 (Local Democracy, Economic Development and Construction
Act 2009) により，次の改革が行なわれた。①非公選の地域議会は廃止され，




ここで新しく導入された地域戦略 (Regional Strategy) について少し補足説明
をする。従来は，土地利用を中心とした地域空間戦略 (Regional Spatial Strategy)















































































ヘーゼルタイン卿が報告書 No Stone Unturned を公表（経済開発関連予算の一本
化を提案）
City Deals 第２弾（２０の小規模都市圏との）合意成立


















える意味で提案されたのが，３番目の Deals である Devolution Deals と２０１６年
都市・地方自治権限委譲法 (Cities and Local Government Devolution Act 2016)
の制定（２０１６年１月２８日）である。
前者の Devolution Deals は，基本的に合同行政機構と国との間で締結される
ものであるが，コンウォール１２）には合同行政機構が設置されていないが，国





























スの地域開発政策 (Regional Policy in Britain)』の著者であるマックローンも，
「この問題に対するやさしい回答はなく，回答を見出そうとすると，多大な知


























(Owen 1989 p.43) と高く評価されるものであった。ただし，バーロー・レポー
トの提案内容の実現は，第２次世界大戦の終了後まで待たなければならなかっ




また，１９４７年都市農村計画法 (Town and Country Planning Act 1947) に基づき，




ハワードによる田園都市 (Garden Cities) 建設の構想と実践である。ハワードは，


































































モデルにした国の機関としての都市開発公社 (Urban Development Corporation)
であった。１９８０年に制定された地方自治・計画・土地法 (Local Government,





















































Selective Finance for investment
Government Office for Regions
Regional Development Agencies










Local Enterprise Growth initiative
City/Economic Development
Companies




Grant for Business investment
Homes and Communities Agency









出典：The Comptroller and Auditor General 2017 p. 15を基に作成
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（２） Devolution Deals の概要











地域によっては，雇用主向け職業能力訓練補助金 (the Apprenticeship Grant
for Employers) についても担っている。
②ビジネス支援。ほとんどの地域で，地方および中央のビジネス支援サービス
を “growth hub” という組織に一本化している。そして，ビジネス関係の財
源の使用目的などを定めている。


























































































































































































































































同行政機構と交通機関（Network Rail や Highways England）との連携の改善，
主要地方道の管理（現行は自治体が担当）の合同行政機構への移管など。
⑦計画および土地利用。多くの Deals は，空間計画 (spatial plan) の策定や市長
開発公社 (Mayoral Development Corporations) を設置する権限を持つ。また，











より大きな権限委譲などがある (Comptroller and Auditor General 2016 p. 19)。







本化 (single pot) し，財源ごとの制約をなくすことを目指している。公選首長





さて，国の側では，大蔵省と都市・地方成長課 (the Cities and Local Growth
Unit)２９）が中央政府を代表して，Devolution Deals に関する交渉や管理を担って











ティ (Metropolitan County Council: MCC) の一つであったが，１９８６年に当時の
サッチャーにより MCC は廃止された。しかし，その後も，１０のディストリ
クトはグレーター・マンチェスター自治体協会 (Association of Greater















括的な提案が規定された。Growth Deal は，グレーター・マンチェスター LEP
(GM LEP) と政府が締結したものであるが，GM LEP は，合計で４億７，６７０万
ポンドの財源を獲得し，２０２１年までに最低５，０００の雇用を創出するとしてい
る。
グレーター・マンチェスターにおける Devolution Deals の概要について整理
する。これまでに複数の Deals が締結されてきたが，最初の協定は「グレータ
ー・マンチェスター合意 (the Greater Manchester Agreement)」として，２０１４年
１１月３日に締結され公表された。次の協定は「グレーター・マンチェスター
保健・社会福祉の権限委譲に関する理解の覚書 (the Greater Manchester Health
and Social Care Devolution Memorandum of Understand)」として，２０１５年２月
２７日に締結された。そして，第３の協定は，２０１５年夏季予算 (Summer Budget
2015) の一部として「グレーター・マンチェスター合同行政機構および直接公
選首長へのさらなる権限委譲 (Further devolution to the Greater Manchester
Combined Authority and directly-elected Mayor)」が２０１５年７月に公表された。





が共通している。第２に Growth Deals は LEP が主体となっていることからも，
City Deals や Devolution Deals に比べて，より地元密着で具体的なプログラム
に活用されている（バス路線，インターチェンジ，鉄道とバスの乗り換えなど





























合同行政機構の設置や Devolution Deals の締結をめぐる動きを見ると，非常
に変化が激しい。グレーター・リンカンシャやイースト・アングリアでは，合
















政府の Northern Powerhouse 担当大臣のジェイク・ベリー (Jake Berry) 氏は，





























ウェスト・ヨークシャ 設置 (2014) ２０１５．３．１８ ５自治体
（１自治体）
コンウォール 未設置 ２０１５．７．２７ １自治体 ５３万人













































を説明した。一方，ヨークシャ全域を対象とする単一の Devolution Deal の支
持者たちは，都市中心の合意は，ヨークシャという地域のアイデンティティを
傷つけ，農村エリアにとっては不公平だと主張した (YP 10/07/2017)。
合同行政機構や Devolution Deal の数が増えるに従って，近年，イングラン
ドの領域政治 (territorial politics) に関する研究が増えてきた。合同行政機構や





































Lucas, B. and Richards, PG. 1978 pp. 212-215)。























ば，リージョン問題の主管省であった副首相府 (Office of Deputy Prime Minister: ODPM)






ネットワーク (New Local Government Network)，大都市の連合組織である Core Cities など
が次々にシティ・リージョンに関する調査報告書を発表した (Tarry 2005 pp. 11-14)。
７） グレーター・マンチェスターとリーズは，２００９年度の政府予算においてパイロット的
に法定シティ・リージョンになることが決定された。









１０） 国の会計検査院 (the National Audit Office) が，２０１５年７月に発表した City Deals の第一
弾の潜在的利益などに関する報告書 (Devolving responsibilities to cities in England Wave 1
City Deals) によれば，政府が関与する支出は３０年間におよぶ４０事業で総額２３億ポンド
以上になり，８省にまたがる規模であるが，その地域経済の成長への影響について述べる
のは時期尚早であるとしている (Ward 2016 pp. 6-7)。
１１） ヘーゼルタインは，２０１２年に No Stone Unturned in Pursuit of Growth という報告書にお
いて，個別補助金 (Regional Growth Fund, Growing Places Fund, Enterprise Zone Grant
funding) を一本化 (single pot) することの重要性を指摘した。政府は２０１３年７月の支出見
直し(spending review) において，個別補助金を一本化したものとして，Local Growth Fund
を導入すること，Local Growth Fund は Growth Deals の交渉を通じて LEP に配分される
ことを明らかにした。ちなみに，Local Growth Fund は，２０１５年度から２０２０年度までの
総額が１２０億ポンドで，各年２０億ポンドの規模である。
１２） コンウォールの Devolution Deals は，１層制のコンウォール自治体 (Cornwall Council) お
よびコンウォールならびにシリー島 NHS Trust と政府の間で合意されたものである。
１３）２０１０年１０月２８日にビジネス・刷新・技術大臣により国会に提出された白書『地方の











































１９６３年に事務所立地委員会 (Location of Office Board) が設置された。しかし，労働党政府
は，より積極的な規制を求め，「１９６４年１１月５日以降，ロンドンで事務所を新設する場
合にはすべて商務省の許可を得るように要求した」（マックローン 1973 p. 135）。
２０）「アーバン・プログラム (Urban Programme)」は，１９６９年地方自治補助金（社会的ニー













メンバーとするドックランド合同委員会 (Docklands Joint Committee) を設置した。同委員
会は，１９７６年に，ロンドン・ドックランド戦略計画を発表したが，財政危機などにより
計画の進展は停滞した。その後，サッチャー保守党政権が誕生し，同戦略計画をめぐる政















２７） 欧州構造基金 (EU Structural Fund) とは，EU の加盟国間および地域間の経済面・社会面
における格差を是正することを目的としたもので，インフラの整備などのハード事業を対
象とした欧州地域開発基金 (European Regional Development Fund: ERDF) と，職業訓練な













Auditor General 2016 p. 38)。
３１）２０１７年９月５日にケンブリッシ・シティ（ケンブリッジ・ラグビー・クラブ）で開催

















おける中央と地域の合同行政機構や Devolution Deals などをめぐる関係も，基本的には
Bulpitt の枠組みに留まっているとした。‘devolution revolution’ なるレトリックと実態との
間には大きなギャップがあると結論づけた。
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